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Season’s Report
from  

世界は 今、テクノロジーの進展 やメ
ガトレンドがもたらす「 破壊的 」な変化

（ ディスラプション ）に直 面しています。
ワシントン大学は、Fortune 500 企業の
40%が十年以内にビジネスモデルを維
持できず破綻する可能性があると分析
しています。さらに、英国ではブレグ
ジ ットといういまだ方向性が定まらな
い変化にも迫られているのです。

PwC UK ではディスラプションチーム
と各分野のエキスパートが連携し、戦略
策定やリスク管理などの面から独自の
サービスを提供することでクライアント
企業を支援しています。

PwCは 、ディスラプション や変化を
必ずしも ネガティブには 捉えていませ
ん。企 業が自らの在り方を考え抜いた
結果、新しい価 値やビジネスモデルが
確立され、事業が大きく発展することも
あります。ディスラプションチームの

担当パ ートナーであるレオ・ジョンソ
ンが人類史上最も魅力的な思想家だと
いうマリリン・モンローは言いました。
“ Sometimes good things fall apart 
so better things can fall together”と。

テクノロジ ーを手段として、先例や枠
組みにとらわれず、楽しみながら、一歩
ずつ先へ進み続けることが大切なので
はないでしょうか。

Global

新たな未来を創る好機、ディスラプション ― 英国

特派員

唐木 明子 Akiko Karaki

PwC英国 ロンドン事務所
Strategy& パートナー
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PwC Japanグループのご紹介
PwC Japanグループは、日本におけるPwCグローバルネットワークのメンバーファームおよびそれらの関連会社

（ PwCあらた有限責任監査法人、PwC京都監査法人、PwCコンサルティング合同会社、PwCアドバイザリー
合同会社、PwC 税理士法人、PwC 弁護士法人を含む）の総称です。各法人は独立して事業を行い、相互に連携
をとりながら、監査およびアシュアランス、コンサルティング、ディールアドバイザリー、税務、法務のサービスを
クライアントに提供しています。
PwCは、社会における信頼を築き、重要な課題を解決することをPurpose（存在意義）としています。私たちは、
世界157カ国に及ぶグローバルネットワークに 276,000人以上のスタッフを有し、高品質な監査、税務、アドバイ
ザリーサービスを提供しています。詳細は www.pwc.com をご覧ください。

Value Navigator （ バリューナビゲーター ）
本誌では、PwCのグローバルに広がるプロフェッショナルネットワークを生かし、現場から得られる最新のビジ
ネス情報やグローバルのナレッジ情報をご紹介します。 本誌がクライアント企業の皆様の価値創造を導く一助
となることを願い、この誌名に表現しました。
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少子高齢化は
日本にとって大きなチャンスに

ボンデュエル　AIが人間の働き方や生
活をどのように変えるのかというテーマ
には世界中の人々が関心を寄せていま
すが、日本にはどのような役割があると
見ていますか。
グラットン　日本の社会は、人類が経
験をしたことのない状 況にあります。
現在、日本の人口は年間で45 万人も減
少しており、先進国で最も人口減少が
進んでいるのです。日本人の平均年齢
は46 歳とかなり高い一方で出生率は低
く、社会全体が急速に高齢化していま

す。高齢化に直面する国は他にもあり、
だからこそ日本 がどのような社 会を築
いていくのかと関心を寄せているわけ
です。

ただし、私が 強 調したいのは、日本の
方々はこうした現 状をポジティブに捉
えるべきだということです。世界のどの
国よりも先に本格的な少子高齢化社会
を経験できるということは、チャレンジ
であり実は大きなチャンスでもあるの
ですから。日本がロボットに関するテク
ノロジーと文化に秀でている点も、この
チャレンジに対応できる強みでしょう。
一例を挙げると、もし高齢になった親の
生活をロボットが全面的にサポ ートす

Value Interview

リンダ・
グラットン 氏
Lynda Gratton

ロンドン・ビジネススクール
教授

Lynda Gratton

人材論、組織論の世界的権威であり、首相官邸による「人生100年時代構想会議」のメンバーでもある。『LIFE SHIFT―100年
時代の人生戦略』など一連の著作は20カ国語以上に翻訳されている。

Yann Bonduel le

PwC Japanグループのデータ＆アナリティクス部門統括。
クライアントの戦略決定をデータ分析により支援している。
国際会議などでの講演および執筆多数、スタンフォード大学
卒業（PhD）。

聞き手
PwC Japanグループ データ＆アナリティクス
リーダー
PwCコンサルティング合同会社 パートナー

ヤン・ボンデュエル
Yann Bonduelle

今、世界中の企業のリーダーたちが、ビジネスを抜本的に変える可能性を秘めたテクノ
ロジーとして人工知能（AI）に注目している。AI導入に向けた企業の動きは今年に入って
加速しており、2030年にはAIが最大15 兆7,000億ドルの経済効果を世界にもたらすと
されるほどである※1。しかし、ビジネスにおいてAIの力を最大化するためには、AI活用
に適した人材と信頼性の高いデータをいかに確保するかが課題になる。また、日本では
保守的な風土の企業も多く、実証実験（ PoC）までは進みやすいもののビジネスへの実装
までには至りにくいという指 摘もある。こうした現状を背景に、PwC Japanグループは、
企 業のAI活用を支援するための拠点となる「AI Lab」を今年 7月に日本で立ち上げた。
今後のビジネスの成長に不可欠なAIを日本企業が活 用し、イノベーションを創出してい
くにはどうすれ ばいいのか ─ “人 生100 年時代 ” をテーマとする『 LIFE SHIFT 』※2 の
著者であるロンドン・ビジネススクール 教授 リンダ・グラットン氏と、オリックス株式会
社 特命顧問 高橋秀明氏を招き、PwCのエキスパートたちが議論や考察を展開した。

特集

イノベーションが加速する
戦略的AI活用

※1：PwC「Gaining National Competitive Advantage through Artificial Intelligence」
※2：リンダ・グラットン、アンドリュー・スコット（共著）『LIFE SHIFT ―100年時代の人生戦略』（2016年、東洋経済新報社）：

誰もが100年生き得る時代において、長寿社会を楽しむための戦略的な人生設計書（原題 “ The 100 -Year Life: Living and Working in an Age of Longevity”）

ビジネスリーダーが着目する重要領域―データおよびデータ分析
経営判断材料に資するデータの質が、期待値を大きく下回る原因

PwC「第22回世界CEO意識調査」（調査対象：世界91カ国のCEO1,378名）出典：

PwC「第22回世界CEO意識調査」出典：

40%
何らかの形でAIを活用していると
回答した日本のCEO

日本のCEO

54%
分析能力を備えた人材の不足

データが分断され、共有されていない

データの信頼性が低い（データの不正確、不完全性など）

顧客やクライアントが情報の共有に難色を示している

外部情報を数値化できていない

42%

45%

4%

50%

54%

51%

50%

42%

40%

世界のCEO
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ることになったとしたら、大抵の日本人
は自然と受け入れられるのではないで
しょうか。
ボンデュエル　日本では、店舗の窓口や
企業の受付などで可愛いロボットが 挨
拶をしていることがありますね。
グラットン　ええ。長い人生をロボッ
トと共存していくことができるという日
本人の気質は、介護人材の採用が日々
難しくなる中で、この国に大きなチャン
スをもたらすはずだと見ています。

70 代はもはや「 高齢」ではない

ボンデュエル　これからの日本で、人々
の働き方はどのように変わっていくと考
えていますか。

グラットン　まず頭に浮かぶのは人々
が何歳まで働くのかということです。そ
れは個人の年金にも左右されます。“人生
100 年 ” の時 代においては 70 代まで働
かなければならないという現実を、政府
がはっきりと伝えて国民も受け入れるこ
とができるような国は、現状では日本だ
けでしょう。他の国では「50 歳で退職し
ても心配ない」といったメッセージをい
まだに発していることを見ても、現実と

向き合っていないと言えます。
70 代まで働く必 要があるという現実

を日本人が理解していることは、その貯
蓄率の高さからもうかがい知れます。そ
れに比べて、平均的なアメリカ人の貯蓄
率はなんとゼロなんです（ 笑 ）。これは
問題ですよね。
ボンデュエル　70 歳まで長く働き続け
るためには、私たちはどういった意識を
持つべきでしょうか。
グラットン　まずは、年齢を重ねること
に対 する考え方を変える必 要がありま
す。例えば、脳の機能は年齢とともに
衰えるものだと多くの人々が考えてき
ましたが、そのようなエビデンスはどこ
にもないのです。実は、年齢というもの
はとても柔軟で適応性があるので、積
み重ねた年齢ではなく、100 歳まであと
何年あるのかという残りの人生の長さ
で考えるようにすべきでしょう。その際
の「 高齢 」の定義は 80 歳以上ですが、も
はや70 代は高齢ではありません。この
ような 形で人生を考え直すことが、第
一歩となります。

次に、“ 人生 100 年時代 ” では人生の
ステー ジも大きく変わってきます。 現
状、人生というのは「 教育を受ける」「フ
ルタイムで働く」「リタイア生活を送る」
という大きく分けて三つのステー ジか
ら成ります。しかし70 歳、80 歳まで働
くのであれば、若い時期だけに教育を受
けるのではナンセンスです。早期に退職
し、しばらく世界中を旅した後に大学に
戻って新しい分野を学び、それを生かし
て起 業する ─こんな自由で柔軟な人
生のステージ を送ることができるよう
になるのです。こうした新しい人生を、

「マルチステージ人生 」と呼んでいます。

AI やロボットとの
パートナーシップがカギを握る

ボンデュエル　マルチステージ人生の
実現には、AIやロボティクスといったテ
クノロジーの活用が 欠かせないのでは
ないでしょうか。
グラットン　そのとおりです。マルチス
テージ人生は、テクノロジー の進展が
あるからこそ可能になるのだと言えま
す。AIであれロボットであれ、機械とい
うものはルーティンワークに適していま
す。一方で人間には、AIやロボットが現
時点では持ち得ていない、創造性や共
感力、それに基づく判断力などのヒュー
マンスキルがあります。AI やロボットと
ヒューマンスキルを組み合わせれば、い
ろいろな分野で素晴らしいパートナ ー
シップが実現します。高齢の親をサポー
トするにしても、看護師の仕事には体力
が必要ですが、患者の体を持ち上げるに
はテクノロジーが役立ちます。体力に
自信のない人にも看護師の仕事ができ
るようになり、ヒューマンスキルが生か
せるのです。
ボンデュエル　AI やロボットとのパート
ナーシップによって、働き方も大きく変
わってくるというわけですね。
グラットン　ええ。ポイントは、機械と
のパ ートナーシップを起点にして仕事
の形が大きく変わっていくということで
す。テクノロジーによって人間の仕事
がなくなるというわけでは、決してあり
ません。ですから、AIやロボットと共に、
より良く仕事をするにはどうすればいい
のかを学び続ける姿勢が、その人の人
生をより豊かなものとするのではない
でしょうか。それともう一つ、より長く

働くには健康であり続けることも欠かせ
ません。スポーツをしたりジムに通った
りなど、健康を維持するための生活も求
められてくるでしょうね。

私はこの二年、安倍首相の諮問委員
会に籍を置かせてもらっていて、日本社
会における人生 100 年時代についてよ
く提言しています。そこで強調している
のが、人々が長きにわたり学び 続ける
ことができるよう、企業や国がサポート
しなければならないということです。

もっと多くの若者が
起業家になることを目指すべき

ボンデュエル　少子高齢化が進めば進
むほど、日本の若者が担う役割はますま
す大きくなっていきますよね。そんな若
い方々へのメッセージをお願いします。
グラットン　とにかく強く訴えたいの
は、少しでも多くの日本の若い人々が起
業家となってビジネスを始めてほしいと

いうことです。アメリカ西海岸をはじめ、
欧米の若い人たちは、AIなどの最新テク
ノロジーを活用し、自分たちでビジネス
を創出するということに対してとても熱
心です。 一方で日本の若い人々は、起業
という選択肢をそれほど重要視していな
いのではないでしょうか。マルチステー
ジ人生ではより多様なステップを歩める
のですから、日本の若い人々にも、もっ
ともっと自分たちの可能 性を信じて、自
らの手でビジネスを創 出することに積
極的にチャレンジしてほしいですね。
ボンデュエル　日本の企業に対しては
いかがでしょうか。
グラットン　私が一つ心配しているの
が、日本の仕事の在り方を見ると実務
の面で融通が 利きにくいという点です。
企業内で上級管理職以上のポジション
にある女性の割合がかなり低いという
のも、早急に改善すべき課題だと思いま
す。さらに、世界的に見てもストレスが
とても強い 職場環境であることについ

ても 、もっと問題 視すべきではないで
しょうか。
ボンデュエル　そうした問題点の解決
によって 、イノベ ーション が 起こりソ
リューション が 生まれるのですね。
グラットン　来年は東 京オリンピック・
パラリンピックも開催されるので、これ
から一 年にわたり、世界から日本への
注目度がさらに上がることになるでしょ
う。そこで、人 生100 年時 代に向けて
一足先に 大きな移行期を迎え、ドラス
ティックに変革を進めている姿を示す
ことができるか 否か。これ が 一つの大
きなポイントとなります。それ ができれ
ば、国際社会における日本のプレ ゼンス
がいっそう向上することは間違いありま
せん。
ボンデュエル　このチャレンジに政府
や企業、起業家、そして個人が 取り組
む様子を示すことで、日本の皆さんの大
きな自信にもつながると思います。あり
がとうございました。
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Value Talk

米国NCR ／AT&Tに25年、富士ゼロック
スに6年勤務し、日米でトップマネージメ
ントを務めた。その後大学教員や国内外の
社外取締役を歴任し、現在は起業家・社会
起業家のメンターやアドバイザーとして活
動している。

PwCエマージング・テクノロジー部門を統
括し、最新テクノロジーを使った経営改革
やデジタル 化をリードしている。日本企業
へのアドバイザリー実績が豊富で、ゲスト
スピーカーとしてグローバル会議での登壇
も多い。

人材論、組織論の世界的権威であり、首相
官邸による「人生100 年時代構想会 議」の
メンバーでもある。『LIFE SHIF T ―100年
時代の人生戦略』など一連の著作は 20カ
国語以上に翻訳されている。

海外子会社との連携、内部統制、組織再
編、コンプライアンスなどに関する監 査お
よびアドバイザリー サービスを専門とし、
2019年 9月から執行役専務（アシュアラン
スリーダー／監査変革担当）就任。監査業
務変革部長、AI 監査研究所副所長を兼任。

高橋 秀明 氏

オリックス株式会社
特命顧問

スコット・ライケン
PwC 米国法人 パートナー
エマージング・テクノロジー・
リーダー

リンダ・グラットン 氏
ロンドン・ビジネススクール
教授

久保田 正崇
PwCあらた有限責任監査法人
執行役専務

（アシュアランスリーダー／監査変革担当）

まずは AIを使う目的を明確に

ボンデュエル　グラットンさんが 提唱
する “人生100 年時代 ”を実現するには、
AI やロボティクスなどのテクノロジーを
活用して、私たちのビジネスや生活の変
革を図ることも 欠 か せなくなってきま
す。ここでは、未来における最先端技
術の役割について考えていきましょう。
　まず、ビジネスで AIを活用するのに最
も必要な要素とは何 かについて、皆さ
んの持論をお聞かせください。
久保田　私は今、監査のDXを進める立
場にありますが、実は監査のビジネスモ
デル自体はこの150 年でほとんど変わっ
ていません。それをいかに時代の変化
に合わせて変えていくかという中で、AI
を含めたテクノロジーと向き合い、監査
のカルチャーに取り入れていくことが重
要になってきます。そのために欠かせな
いのが、経営層からのサポートやコミッ

“人生100 年時代”。テクノロジーを活用したデジタルトランスフォーメーション（DX）
の推進を背景に、AI導入の重要度がさらに高まっている。PwC Japanグループは、
企業の AI活用を支援し加速させることを目的とした新施設「AI Lab」を、7 月1日に
PwCのエクスペリエンスセンター内に開設した。6 月に開催された開設記念イベン
トでは、オリックス株式会社 特命顧問 高橋秀明氏とロンドン・ビジネススクール 教
授 リン ダ・グラットン氏といった有識者を迎え、PwCのエキスパートと共に、AIと
人が創出する未来のビジネスや暮らし、日本企業の進むべき方向性などをテーマに
議論を展開した。

 AIと共に生きていくための
日本企業の在り方を問う

トメントです。さらに、AIのスペシャリ
ストや、AIを正しく理解している人材に
力を 発 揮してもらうことが 求 められて
くるでしょう。
高橋　 同様の質問をさまざまな会社の
経営者から受けるのですが、久保田さん
が話したように「 経営者のサポートとAI
の専門家の両方が必要だ」と答えていま
す。ただ、もう一つ、より重要な事柄と
して “何のために AIを導入するのか ” と
いう目的の明 確化を挙げています。一
般的に AI 導入の目的としては、生産性
向上と新市場の創出の二つがあり、後
者の方が難しくなってきます。いずれに
しても、目的を決めないまま、単に “ 同
業他社がやっているから使ってみよう”
というだけの経営層が多く見受けられ
るのが現実です。
ライケン　現場のマインドの変化も大
事だと思います。特に大企業の中間管
理職が AIによって自分たちの仕事が 奪
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※ 参考Webページ（英語）： https://mediax.stanford.edu/event/creating-ai-conversations-panel-series-children-and-ai/

われるのでは、と恐れる傾向にあるの
ではないでしょうか。そうした現場 の人
材の間に存在する精神的なバリアを、ま
ずは取り除いていくことが求 められる
でしょうね。

DX および AI 推進に向けた組織体制は
目的に応じて判断すべき

ボンデュエル　続いて、社内で AIの利
活用を促進させるための組織体制や人

材について考えたいと思います。各部署
が個別に進める独立型がいいのか、それ
とも全社横断型がいいのか、さらには AI
の専門家以外にどのようなスペシャリス
トを置くべきか―多様な議論があり、
判断に迷っている企業も多いですよね。
高橋　独立型でいくか、それとも全社横
断型にするのかという判断は、AI 導入の
目的と深く関係してくるはずです。例え
ば目指すのが生産性向上である場合は、
いくつもの部署をまたいでプロセスの変
革が必要となりますから、全社横断型で
進めるのがふさわしいでしょう。一 方、
AI活用がもたらすベネフィットの最も大
きい新市場を創出するとなると、ある部
署にスペシャリストをかき集めて独立型
で進める方が首尾良くいくと思います。

グラットン　 スペシャリストについて
は、大きく二つのタイプが求められると
思います。一つ目は科 学系のスペシャ
リストです。データ、アルゴリズム、そ
してあらゆる AIツールに精通している
ような方ですね。次に、彼らと組んでイ
ンパクトのある結 果をもたらすことが
できるのが、芸術家系のスペシャリスト
です。新しいプロセスやツールが生ま
れた理由を説 明することに長けており、
ツール の価値を最大化するためにその
デザインにもこだわります。ライケンさ
んが 精神的なバリアについて触れまし
たが、芸術家系スペシャリストはバリア
を取り除く存在だと思っています。

上の世代にこそ活躍の機会が

ボンデュエル　これから高齢者やそれ
に続く「ニューオールド世代 」と呼ばれ
る人たちが増えていく中、そうした世代
の人々がビジネスを通じて社 会に貢献
するために、AI はどのようにサポートで
きるでしょうか。
ライケン　AIは、今まさに新しいコミュ
ニケーションの形を生み出しています。
ソーシャルメディアに VR や AR 、それに
AIを組み 合わせることなどで可 能とな
るコミュニケーション ですね 。こうし
たコミュニケーションを通じて、ニュー
オールドの世代にも高齢者にもより快
適な世界をつくっていくことができるは
ずです。とりわけ日本の場 合は、ロボ
ティクスや VRといった テクノロジ ーで
世界をリードしている上に、ロボットを
パートナーとして受け入れることのでき
る土壌 がありますから、高齢者やニュー
オールド世 代は社会に価値を提供しや

すいと言えます。

ロボティクスとAIの組み合わせで
AI 先進国を目指すべき

ボンデュエル　もっと日本にフォーカス
してみましょう。グラットンさんは日本
政府による “人生100 年時代 ” に備える
議論に参加されていますね。AIはこれら
の領域に貢献でき、また国 家の生産性
向上に寄 与するテクノロジ ー だと思い
ます。ただ、米国や中国が日本より先を
行っている印象を持っています。日本は
AI 先進国に追い付けるでしょうか。
グラットン　ええ。その国のコアコンピ
タンスとAIを組み合わせることで、効果
を最大化できるのではないでしょうか。
先進的なのがイギリスで、同国のコアコ
ンピタンスと言える健康医療技術とAI
の活用による価値創出を目指し、積極的
に取り組んでいます。具体的には、ロン
ドンを拠点としている世界一流の病院
のいくつかを舞台に、AIベンチャーと医
療機関が 密接に連携しながら多様な実
験を行っています。

ボンデュエル　日本に当てはめると、や
はりロボティクスがコアコンピタンスと
言えるでしょうか。

グラットン　そのとおりだと思います。
ボンデュエル　この点について、高橋さ
んの見解をお聞かせください。
高橋　日本の場合、学年に応じて教える
内容があらかじめきっちり決まっている
など、教育システムが非常に硬直的で
す。しかし、こうした状況を逆手に取る
ことで、むしろチャンスが生まれるので
はと見ています。そのカギを握るのが、
子どもたちが 学校以 外の場で過ごす時
間です。国家レベルの AI戦略が効果を
示すには、子どもの頃 からAIに対する
親近感を養っていくことがすごく重要だ
と思います。そうした AIに親しむ 場を、
学校の外で設けるようにすべきでしょ
う。例えばスタンフォード大学のある先
生は、ゲームを用いてテクノロジーを子
どもたちに教えています※。そうすると、
本当に十 年後にはその子どもたちがテ
クノロジーのワークフォースの一員に育
つといいます。十年も時間がかかるの
かと感じるかもしれませんが、こうした
状況を変えるには 無 理に急いでもうま
くはいきません。そして、日本は物事を
ゆっくりと変 化させることに関しては寛
容ですから、国家としてゴールを見据え
て一 歩ずつ階段を上っていくのが功を
奏すのではないかと見ています。

経営者は AIに
期待し過ぎないよう注意を

ボンデュエル　少々ネガティブなテー
マとなりますが、AIをはじめとした最先
端テクノロジーに投資する際に、多くの
ビジ ネスリーダー が 犯しがちな間違い
は何 でしょうか。

久保田　やはり高橋さんもお話しして
いたように、何のためにという目的を考
えずにテクノロジーだけ導入しようとし
てしまうことでしょう。どんなに素晴ら
しいテクノロジーでも、使い道がない、
自社の文化と相 容 れないとあっては効
果が期待できないのですから。
ライケン　 この変 化の激しい 時 代に、
五年後のテクノロジー の趨勢すら見え
ないのにそれより先を考えようとしてし
まうのも良くないと思いますね。最先端
テクノロジーへの投資というものは、あ
くまで実 験として 短期的に 考える必要
があるでしょう。
高橋　それと、期待をし過ぎないことも
大事ですよね 。AIなどの 新しいテクノロ
ジ ー というのはまだプル ーフが できて
いないからこそ注目が 集まるのですか
ら、部 下 から100 できると提 案された
からといって、経営者までもが100を期
待してしまうのは 失 敗の元と言えるで
しょう。

地に足を着けながらチャレンジを

ボンデュエル　最後に、AIや最先端テク
ノロジーをビジネスに活用する際の日本
企業に向けたアドバイスを頂けますか。
グラットン　まず、一人ひとりの従業員
を独 立した 大 人として 扱って十 分な情
報を提 供し、自分自身で 変 わることの
できる機 会を与えることです。その上で、
そうした 変 化を 促 すようなサポ ートを
企業として 行うようにするのが良いの
ではないでしょうか。
ライケン　 私もそのとおりだと思いま
す。世界は本当にものすごい速さで変

化していて、追い付くのを待ってはくれ
ません。そのため、企 業には全ての従
業員を変化の当事者として巻き込んで、
一緒に変わり続 けることが必 要となる
わけ です。それは働く人々の将 来のた
めにもなるのですから、企 業は積極的
に働きかけるべきでしょうね。
高橋　あとは 、人 生は 一 回だけだとい
う事 実をまず 受け入れた 上でチャレン
ジするというマインドを持つことではな
いでしょうか。

久保田　そうですね 。チャレン ジと同
時に、しっかりと地に足を着けるという
ことも同じぐらい 重 要 だと思っていま
す。それは自社のカル チャーであると
か、コアコンピタンスであるとかを見失
わないようにすることでもあるでしょ
う。そして、AIをはじめとした最 先端テ
クノロジーが自社にどのようにマッチす
るか をしっかりと見 据 えることを強く
推 奨したいですね。
ボンデュエル　 皆さんとの議 論を通じ
て、この先 、“人生100 年時代 ” を迎える
日本そして日本 企 業が AIを巧みに活用
してさらなる成 長を遂げ ていくという
未 来 が見えた気 がします。本日はあり
がとうございました。
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デジタルトランスフォーメーション（DX）
への関心 の高まりは、とどまるところを
知らない。「デジタルトランスフォーメー
ション」という言葉が経済紙で取り上げ
られる頻度は過去三年間で約 3.5 倍 ※1 

に増加するなど、ビジネス界における注
目度の高まりは顕著である。今や、デジ
タルを生業とする企業を除き、大企業の
ほとんどが DX に取り組み、データを活
用したビジネス変革の実現に向けて邁
進している。それは、政府、中小企業、
そして多国籍企業も例外ではない。 この
ような 状況下において、PwCコンサル
ティング合同会社では、デジタルテクノ
ロジーを活用したビジネス変 革を広義
に「DX 」と捉える一方、アナリティクスや
AIを活用したクライアントのビジネス
変革実現を狭義に「アナリティクス & AI
トランスフォーメーション（AIX ）」と捉
え、支援している。

A IXに必要な全てのスキルを
元来備えている企業は存在しない

DXの捉え方は、千差万別である。共
通するのは、データを活用したビジネス
変革の実現へ駆り立てる動機だと言える
だろう。多くのクライアントが、「収益や
生産性の向上」や「経費やリスクの削減」
に期待を寄せている。一方で、大きく異
なるのは注力する領域である。例えば、
金融業におけるチャットボットやRPAを
用いたコールセンター業務の効率化、製
造業におけるIoT やAIを用いたスマート
ファクトリー 化 、小売業における顧客分
析／需要予測を用いたデジタルマーケ
ティング、そして、多くの企業において、
あらゆる人事関連データを高度に分析

れることが 分かるだろう。

・DX ／ AIXの戦略立案スキル
デジタルテクノロジーを活用し、業務

の効率化や製品 ／サービスの付加価値
を高めるだけでなく、経営の在り方やビ
ジネスプロセスを再構 築し、データを活
用したビジネス変革を実現させる能力。

することで可 能にする人的資源の最大
化―これらは 全て、アナリティクスや
AIを活用したクライアントのビジネス変
革実現を目指すAIXのプロジェクトだ。

では、AIXを実現させるためには何が
必要なのか。それは、スキルに他ならな
い。以下のとおり代 表的なスキル を挙
げると、非常に幅 広いスキルが求めら

・データマネジメントスキル
保 有しているデータを把 握できてい

ない、または、データが使用可能な状態
ではない場合に必要となる、データの
本 来のあるべき姿をデザインし、実現
する能力。

・ビジュアライゼーション、
アナリティクス、AI スキル

ビジネスの課題の特定と要件を分か
りやすく整理し、課題解決のための分
析作業を通じて、インサイトを導出でき
る能力。

・ソフトウェア開発および
UX ／ UIスキル

できるだけ多くの従業員、顧客、サプ
ライヤーの方々が日々の業務で使用可
能なアプリケーションに、インサイトを
組み込むことができる能力。

・チェンジマネジメントスキル
開発されたツールが実際に活用され、

望ましいインパクトをもたらせる状況に
導く能力。  

AIXに付随する業務は非常に多岐にわ
たる。だが、明確な方針や連携なく進行
している、また、AIX 全 体のビジョンと
の一貫性に欠ける実証実験プロジェク
トは多い。そのため上記スキルに加え、
ビジョンを浸透させるスキルも、備えて
おく必要があることを最 後に追加して
おきたい。

AI Xの実現を阻む要因

日本国内でデータ＆アナリティクス
サービスを利用したことがある企業を対
象に、2018 年 3 月にPwC Japanグルー
プが実施した調査 ※2 によると、データ
やアナリティクスから得られる結果を軸
に経営の意思決定をしているエグゼク
ティブはほとんど見られなかった。そし
て、従業員数 5,000 名以上の企業に所属
する17 名を対象としたヒアリングでは、
最重要課題として以下四点が明らかに
なった。

①主要データを収集することが難しい：
デー タ収集に膨大な時間を要する、
データマネジメントスキル 不足、ソー
シャルメディアやセンサー などを活
用した新規データ収集および分析の
難しさ（ 82％）

②データ&アナリティクス専門スタッフ、
もしくは、データ&アナリティクスス
タッフのスキルが不足している（71％）

③ビジネスとデータ &アナリティクス双
方を理解しているスタッフが 欠如し
ている（ 53% ）

④デー タプライバシ ー およびセキュリ
ティに関する透明 性および理解が欠
如している（47%）

上記は昨 年の調査結果ではあるが、
企業 がデータを活用したビジネス変革

の実現を目指し、よりいっそう取り組み
を推進していることを踏まえると、現在
も同じ状 況だと推 察できる。実 際、当
社がクライアント向けに実施した、デー
タ &アナリティクスや AI を業 務に 取り
入れることを想定したヒアリン グでは、
以下のような要 望や懸 念が浮き彫りに
なっている。

 
●「 経営層は、データドリブンで意思決

定をしたい、また、AIを業務に取り入
れたい、と言っているが、私たちは
データ共有もデータ活用もできてい
ない。社内で合意した戦略や計画も
ない。どこから始めればよいのか」

●「自社にはデータベースやデータウェ
アハウスがたくさんあるが、何のデー
タがどこに格納され、それが 使用可
能な状 態なのかも分からない。一つ
の正しいデータを用意したいが、どう
すれば現状を整理できるか」 

●「 私たちはデータ分析やAIを用いた実
証実 験を数 多く実 施してきたが、利
益を上げることにつながっていない。
どうすれば利益を増やすことができ
るか 」

●「 分析結果をダッシュボードで可視化
することはできているが、アナリティ
クスや AIを活用したより高度な分析
を行う実証実験が必要であると考え
ている。しかし、私たちには十分な経
験がない。優先 順位を踏まえた実現

デジタルトランスフォーメーションから
価値を創造するために

PwC Japanグループ データ＆アナリティクス リーダー
PwC コンサルティング合同会社 パートナー

ヤン・ボンデュエル
PwC Japanグループのデータ＆アナリティクス部門統括。クライアントの戦略決定をデー
タ分析により支援している。国際会議などでの講演および執筆多数、スタンフォード大学
卒業（PhD）。

図1：AIXに必要なスキルの具体例

※2：PwC Japanグループが、2018年にSOURCE Global Researchを通じて実施した調査。データ&アナリティクス関連サービスを利用したことがある企業に所属する50名のシニアエグゼクティブが回答。
　　 17名が従業員数5,000名以上の企業に所属し、33名が従業員数1,500名から5,000名の企業に所属。

※1：【PwCコンサルティング合同会社調べ】 2016年9月1日を起点に「デジタルトランスフォーメーション」の1年間の引用件数を日経テレコンにて算出。対象媒体は、日本経済新聞朝刊、日経産業新聞、日経電子版。

DX ／AIXの戦略立案

意思決定への支援

インサイトの導出

AIスキル（自然言語処理、光学文字認識、機械学習および深層学習）

高度な分析スキル（予測や指示）

基礎的な分析スキル（記述や診断）

情報の見える化

データモデリング

データ抽出、変換、ローディング

データ戦略およびアーキテクチャの設計

カスタマーエクスペリエンスおよびUX ／UIの設計

データ＆アナリティクス／AI プラットフォーム + SaaS 

ITインフラストラクチャ／アプリケーション開発

データ生成（業務データ、センサーやドローンからのIoTデータ、SNSなどの社外データ）

ウェブセキュリティ、サイバーセキュリティの堅牢性の向上
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可能なメニュー 作成や、より高度な
実証実験を手伝ってもらえるか」

●「 社内にデータ＆アナリティクスや AI
スキルを備えた複数のチームが存在
しているがビジョン がない。それぞ
れが同じようなことを主張するが、な
かなか利益を拡大できていない。実
用的な戦略立案、適切な人材の獲得、
育成はどのようにすればよいのか 」

クライアント主導のAIXを実現する
PwCのアプローチ

クライアントが 抱えるこれらのニーズ
に応えるために、当社では、データを活

用したビジネス変革の実 現に向けた検
討課題の特定支援を強化している。デー
タに注 力すべき企 業には、デ ータを軸
に支 援を行う。例えば、データマネジメ
ント、データアーキテクチャ、データガ
バナンス、データ収 集、データセキュリ
ティもしくはデータトランスフォーメー
ション などの領 域 で対応可能だ。多く
の企業には、比 較 的より包括的なアプ
ローチを取っており、プロジェクトを通
じて以下のような成 果を提供している。

●データ＆アナリティクスや AIの導入
戦略およびロードマップ

●優先順位を踏まえた経営課題に直結

するユースケースリスト

●最適なデータ＆アナリティクスや AI
のオペレーティングモデルの提案

●データサイエンティストなどのスペ
シャリスト向けキャリアフレームワー
ク構 築、それに付随する採用や人材
開発支援

AIXの実 現には、時間を要する。机上
での実 証 実 験の比ではない。図 2 は、
AIXを目指すプロジェクトにおいて発生
する三つの主要段階と、それに付随 す
るタスクを示したものである。

第一段 階 では、トランスフォー メー

ションに向けたクライアントの準備状
況を評価し、ビジョンおよび実現可能な
ロードマップを策定する。第二段階で
は、プログラム構 築および実行、そして
第三段階では、スケールアップおよび継
続的な改善を支援する。 

当社がクライアントに 対して何を提
供 できるのか。それは、何を行うかだけ
でなく、どう行うか、そのアプローチに
着目していただくと理 解しやすいだろ
う。AIXを推進する際には、多種多様な
スキルを持つ方々との多くの連携が必
要となる。取り組む内容も全く異なり、
例えば、社内体制の構築やそのための
予算取りやサポート、革新的なデータ&
アナリティクスや AIのユースケースの導
入、デジタルを活用した新たな働き方や
ツール 、ソフトウェアの導入、データク
レンジング、活用できそうな外部データ
の特定などが含まれる。  

当社は、可能な限り速やかに、クライ
アントが当社コン サルタントから自立
できるよう尽力している。当社主導で
新規プロジェクトを推進し、その後、ク
ライアント主導で推進できるよう体制
を整えていく。裏を返せば、自立に向け
てクライアントの準備が整えば、当社は
ご発注いただいている業務を積極的に
クライアントに引き継ぎ始めるという
ことになる。このようなパ ートナーシッ
プを当社ではRamp up ／ Ramp down 
model（ クライアントとPwC 間の段階
的な主導権の移行／図 3 ）と称している
が、このアプローチは、クライアントに

PwC のデータ＆アナリティクスに関する取り組みやレポートについて、Web
サイトでご確認いただけます。詳細は、下記 URL もしくは QRコードよりアク
セスの上、ぜひご覧ください。

https://www.pwc.com/jp/ja/services/consulting/analytics.html

よる真のトランスフォーメーションを長
期に渡って可 能とする組 織 作りに大き
な影響を与えると考えている。

図 2：AIX を目指すプロジェクトにおける三つの主要段階とタスク

図 3：クライアントとPwC間における関与度合いの推移

社内対応

Analytics as a Service（1- 5 年）アウトソース

Change Management

Assess
8-12 weeks

Design & Build
6-12 months

Scale & Sustain
12-36 months

目的の設定 + 成功の定義1

現状の社内ケイパビリティの確認2

将来像の設計3

ロードマップの策定4

プライオリティユースケースの実行

データアーキテクチャとガバナンスの設計

目的に即したテクノロジーの選択

DA※チームの設立とキャリアトラックの検討

KPIの合意（DA※チームとDA※ユーザー）

データドリブンカルチャーの導入支援

ユースケースポートフォリオの管理

高度なユースケースに適応した、 
データアーキテクチャを実装

高度なユースケースに適応した、 
テクノロジーの実装

DA※チームの体制とガバナンスを設計し、 
チームに必要なスキルを学習させる

アナリティクスを活用した意思決定を行う
ビジネスプロセスの合意

新しいアプローチや行動変容に対する
コンプライアンスの遵守

事業戦略との
整合

※ データ＆アナリティクス

関与
工数

時間

スキル・体制を整え、デジタルトランスフォーメーションチームだけで、全社のデータ利活用を行うことを目指す

PwC主導での
データ利活用推進

自立に向けた移行期間 クライアント主導での
データ利活用推進
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北崎 茂

PwCコンサルティング合同会社
ディレクター

三善 心平

PwCコンサルティング合同会社
ディレクター 

人事組織 データ&アナリティクス

データ&アナリティクス データ&アナリティクス 電力・エネルギー

製造業 マーケティング

「AI Lab」が支援する
日本企業におけるAI 導入の形
2019 年 7 月1日、PwC Japanグループが東京・大手町に開設した

「AI Lab 」には、監査やコンサルティング、税務など、グループの各部門から
AIとデータ&アナリティクスでの経験を有する専門家が結集している。
そこでは、PwCのオペレーションやソリューションへのAIの活用・組み込み、
そしてクライアント企業におけるAI 導入の支援といった活動が
行われていくことになる。既に世界12カ所のPwC海外法人で AI関連組織が
活動しているが、AI Labもその一員としてグローバルでの豊富な知見に
アクセスが可能となった。6 月に開催された AI Lab開設記念イベントでは、
PwCのヤン・ボンデュエル が「日本におけるAI活用の
風土を醸成していきたい」と訴えたとともに、AI Labで提供する
五つのソリューション「EIS ※1」「FDX※2」「CIP※3」「FPA※4」「PMA※5」の
デモも行われた。ここでは、各ソリューションの概要を紹介していく。

将来的な労働人口の減少や働き方改革
の推進、グローバル化、人材の流動化の
加速など、雇用・労働環境の変化は激し
さを増し、「人材資源の価値最大化 」へ
の取り組みの重要性は高まり続けてい
る。加速度的に変化する社 会で日本企
業が 競争力を維持・向上するには、人
材（ 従業員 ）に関する多様なデータを解
析し、それに基づいた効果的な施策の実
施が急務である。ここでは、こうした 取
り組みを支援する包括的ソリューション

「Employee Insight Solutions」（ EIS ）
を紹介する。

多角的なデータ分析で探る
新たな人材資源価値最大化モデル

「 EIS 」は、従業員のあらゆるデータを
解析し、企業の人材ライフサイクルに合
わせた分析モデルを作成した上で、ア
ナリティクスを定着させるためのプラッ
トフォームを構 築するトータルサービス
である。 具体的には、Inflow（ 採用 ）、

向上といった働き方改革のための施策
展開に有益な情報を提供する。

③では、原因を見つけにくい生活習慣
病に対して、健診での測定値から最も改
善効果がある生活習慣を推測する。従
来の測定値が閾値を超えるか否かの判
断に加え、従業員の健康、ひいては将来
の健康リスクに備えた日常生活の過ご
し方を提案することで、従業員の健康の
維持と組織基盤の底上げを実現する。

④では、経費の私的流用や情報漏え
いなどの従業員によるインシデントにも
対応するため、AIを活用し、トラン ザク
ションに加えてインシデントリスクと関
連の強い 従業員属性も分 析し、高い精
度の検知および抑止活動を展開できる。

Internal Flow（ 配置・育成・日々の業務
など）、Outflow（ 退職 ）の課題に対し、
採用精度向上・効果の最大化（ ① ）、従
業 員パフォー マンス 向 上（ ② ）、健康

（ 心・身体 ）経営の実現（ ③ ）、インシデ
ント発生抑止（④ ）、退職・休職の未然
防止などを支援する。

人的資源の価値を最大化させる
データ運用

①では、担当者の定性的な判断に依拠
しがちな採用活動で、応募者の属性情報
に限らず気質や経歴、志望動機などの
データを基に、過去実績に即して入社後
のパフォーマンスや定着度などを予測
し、採用における意思決定の効率化と
精度向上につなげることができる。

②では、勤怠情報に加えてメールやカ
レンダーなど、働き方に関する粒度の細
かなデータを分析する。それによりボト
ルネックや課題を把握し、ハイパフォー
マー 行動特性抽出や組織の労働生産性

変わりゆく労働環境において
人材資源の価値を最大化する「EIS※」

Management Issue

EISのサービスイメージ

※Employee  Insight  Solutions

ソリューション紹介記事寄稿者

矢澤 嘉治
PwCコンサルティング合同会社
パートナー

森井 理博
PwCコンサルティング合同会社
マネージングディレクター

久禮 由敬
PwCあらた有限責任監査法人
リスク・デジタル・アシュアランス部門
およびステークホルダー・エンゲージメント・
オフィス担当 パートナー

荻野 創平
PwCあらた有限責任監査法人
マネージャー

小山 美生
PwCアドバイザリー合同会社
マネージャー

北崎 茂
PwCコンサルティング合同会社
ディレクター

三善 心平
PwCコンサルティング合同会社
ディレクター 

AI Labが扱う主要なAI技術領域

コンピュータビジョン

シミュレーションおよび
最適化

データエンジニアリング
およびデータモデル

自然言語処理

機械学習および
深層学習

データ
アーキテクチャ

データガバナンス

AI を搭載した OCR
（ 光学文字認識 ）

※1：Employee Insight Solutions
※2：Factory Digital Transformation
※3：Customer Insights Platform
※4：Financial Processes Analyser
※5：Power Market Analytics

企業・組織全体のパフォーマンス向上

EIS

採用精度向上・効果の最大化
採用者の将来パフォーマンス予測

健康（心・身体）経営の実現
健診データ可視化と介入予測

従業員パフォーマンス向上
ワークスタイル可視化と要因分析

インシデント発生抑止
内部不正検知・発生予測

退職・休職の未然防止
健康や働き方観点でリスク予測

Inflow Analytics Internal Flow Analytics Outflow Analytics
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デ ー タドリブン・マー ケ ティン グは新
たな次 元に突入している。自社データ
に外部データを統合し、顧 客の行 動を
可視化するオー ディエンスデータ型ソ
リューションから、IoT や位置情報など
の動 線 デー タ、AIなどを活用し、将 来
の顧客生涯価値（CLV）を最大化する未
来志向型ソリューションへ舵を切り出し
た。「 Customer Insights Platform 」

（CIP ）は CLV を最大化するため、顧客の
ライフサイクル を中心に据え、既 存の
MAツールなどとも併用できる新しいプ
ラットフォームである。

従来のマーケティングにおける課題

従 来のデ ータドリブン・マ ー ケティ
ングは、過去のデータの統合により、顧
客行動の可視化に取り組んできた。た
だ、実際は多様なデータの統合過程で
のクレンジングが困難で、質の良いCDP

（ 顧客データプラットフォーム ）の構成
に至らな かった。CDPの精 緻化のため
には 新たに IoT などの 外部動線 データ

製造現場では、IoTなどのテクノロジー
導入による品質向上や生産効率化への
取り組み機 運が高まっている。テクノロ
ジーの導入に際し机上での調 査・検討
を経て要件定義へと至る従来型のアプ
ロー チは、空中戦になりがちで時間が
か かるという課 題があった。「 Factory 
Digital Transformation 」（ FDX ）
では、要件定義までの工程を実機デモ
を 交 え た 体 験 型 のBXT（ Business×
Experience×Technology）のアプロー
チに変革し、後工程の推進に至るまでの
意思決定時間を大幅に短 縮することが
できる。

製造業におけるIoT 活用に向けた課題

マスカスタマイゼ ー ションによる機
種・仕様の増加や、コネクテッド化・電
動化によるソフトウェア化の進展など
により、製造工程での品質の検証・検査
項目はさらに増加傾向にある。その対
応に向け、製造・組立工場では品質に
関連する生産 ／ 作業実績データ・設備

アップ機能や AI などを活用した独自の
分析コン ポーネントなどを駆使し、各顧
客に合わせてCLVを最大化するソリュー
ションを提供する。

海外での活用事例

欧州のリテールバンクでは CIP の「 行
動セグメン テーション」を活用し、各店
舗における販売実績・ポテンシャルの
把握と店舗数の最適化に取り組んだ。
CIP独自のデータなどから店舗のセグメ
ント化・販売ポテンシャル予 測モデル
を構築し、店舗収益に影 響する要素を
突き止めた。生産性の低い店舗の改善
により、向こう三年間で 3,600 万USDの
収益改善につながった。

ントが連携し、データの収集から活用ま
で包括的にアドバイスを行い、企 業の工
場マネジメント高度化を支援している。

デモ体験「 1day セッション」

FDXでは、IoT が導入された実機デモ
を通じてデジタル工場を体験する1day
セッション をクライアントのニーズに
応じて用意しており、データの収集、見
える化、分析までのPDCAを一日で体験
していただける。新規にデータを収集・
即時でBI 画 面に反映することによるKPI
モニタリングや、KPIに対する要素間相
関分析といったビジュアルアナリティク
スの実行、画像解析などの最新技術を
活用した不良検知などがある。

を取り入れ、顧 客ライフサイクルに合
わせた分析が求められる。従 来の統計
学的手法 はもちろん AIなどの活用によ
り、潜 在的な顧客ニーズを正確に把握
し顧客の将来生涯価値を最大化するア
プローチが必要となる。

CLV 最大化のためのプラットフォーム

CIPは、自社が持つ顧客情報と周辺環
境や人々の行動情報などのデータを組
み合わせて、精緻な顧客分析を可能と
する。顧客のライフサイクルに主眼を置
き、各ステージに沿った分析メニューを
用意している。例えば、新規顧客の獲得
であれば「顧客獲得戦略 」「顧客特性可
視化 」、成長段階の顧客であれば「クロ
ス・アップセル戦略 」「 チャネル最適化 」
などに取り組む。

デジタル 社 会において顧客ニーズを
正確に把握しマーケティングの意思決定
に資する分析を行うには、自社データだ
け では限 界がある。CIPは単一 課題解
決型ではなく、外部データとのマッシュ

データなどを細かく幅 広く収 集できる
よう、生産管理システムや工 程 管 理シ
ステムにIoTを統合した拡張・再構築が
行われている。IoT などのテクノロジー
導入に際しては 、収 集・蓄 積するべき
データや、データ活用に有効な分析アプ
ローチについて充 分な検 討 が必要であ
るが、従 来は机上での検 討に終始し、プ
ロジェクトが進まない、頓 挫するという
課題があった。

意思決定時間を短縮するアプローチ

対して、FDXでは要件定義に至るまで
の工程をBXT型アプローチに変革し、意
思決定の時間を短 縮 する。BXTのアプ
ローチでは、技術・ビジネス両方の複合
的な視点からソリューションを提示して
いる。実際に体験をすることを基軸とし、

「 1dayセッション」（後述 ）でIoTデバイ
スとアナリティクスの活 用ポイントを体
感していただく。見えてくる課題へ、製
造業・生産管理に精 通したコン サルタン
トとデータ & アナリティクスコン サルタ

森井 理博
PwCコンサルティング合同会社
マネージングディレクター

三善 心平

PwCコンサルティング合同会社
ディレクター 

矢澤 嘉治

PwCコンサルティング合同会社
パートナー

三善 心平

PwCコンサルティング合同会社
ディレクター 

顧客生涯価値を最大限に高める
新次元ソリューション「CIP※」

工場マネジメントを高度化する
体験プラットフォーム「FDX ※」

Management IssueManagement Issue

顧客のライフサイクルとCIPの分析メニュー例FDXのサービスイメージ

クライアント
保有データ 地理情報 行動情報 PwC独自調査情報

（PwC保有）
顧客分析モデル
（PwC保有）

新規顧客 既存顧客マーケティング
ライフサイクル

CIP
サービスメニュー

CIP
活用データ

顧客獲得 顧客成長 顧客維持

キャンペーン戦略 キャンペーン最適化

顧客データ強化

顧客獲得戦略

マーケット拡張

価格戦略

チャネル最適化

クロス・アップセル戦略

サービス最適化

解約防止

顧客生涯価値

顧客特性可視化 行動セグメンテーション

※Customer  Insights  Platform※Factory  Digital  Transformation

Experience

エキスパート
システム

ニューラル
ネットワーク

データ
マイニング画像解析音声認識BI

B
usiness

Experience

Technology

現状把握

予測

リアルタイムモニタリング

生産実績の見える化

品質不具合原因究明

ボトルネック工程の特定・発見

不具合・故障の予兆検知

生産シミュレーション

原因分析

最適化
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小山 美生

PwCアドバイザリー合同会社
マネージャー

電 力の小 売 全 面自由化 以降、 電 力市
場における取 引量は 増 加を続けてお
り、電力価格が電 力ビジネスに 与える
影響は高まっている。「 Power Market 
Analytics 」（ PMA ）は、最 新の AI 技術
などを活用することにより、クラウド環
境を通じて電力価格の想定値を提供す
るソリューションである。先進的なデジ
タル技術を導入した電力価格想定サー
ビスを提 供することによって、クライア
ントの 迅 速な経営判断をサポ ートして
いる。

電力自由化の進展により
電力取引の重要性が増加

2016 年 4 月より電力小売の全面自由
化が実施され、多くの事業者が 新たに
小売電気事業へ参入した。新規参入し
た小売電気事業者の多くは 独自の電源
を持っておらず、不足する電力をJEPX

（ 一般社団法人日本卸電力取引所 ）を通
じて調 達している。

JEPX の電力価 格は 30 分単位で変動
し、そのボラティリティは 株価などと比

デジタルトランスフォーメーション（DX）
の波は、ビジネスの現場の第一線にと
どまらない。リスクマネジメント部門や
内部監査部門が、DXへの対応のみなら
ず、自部門のDX を加速する時が来たと
言えるだろう。ここでは 、この動きを加
速するために有用なデータ分析プラット
フォームである「Financial Processes 
Analyser 」（FPA）を紹介する。

多様なメニューから選択し
ビジネスを分析・見える化

FPA はアジア各国のPwC がこれまで
のノウハウを結集して合同で開発した、
デー タ 分 析プラットフォー ムである。
FPA には、さまざまなテスト・分析メ
ニューを組み込んでいる。具体的には、
総勘定元帳分析をはじめ、販売プロセ
ス分析、購買プロセス分 析、経費分析、
給与支払い分析、運転資金分析、データ

を採用し、ヒストリカルデータが限定的
な日本の電力市場においても精度を向
上させる工夫を施し、実用化した。

経営判断には 予測精度も重 要だが、
予測の説明性・透明性も同時に求めら
れる。PMAは、伝統的な手 法である統
計的手法を用いることで過去の価格実
績から推定される価格予測を算定し、同
時に多様なファクターを取り込み最新
の技術により推定されるAI 予測値 をも
提供する。それによって、クライアント
は経営判断に必要な情報を多角的に入
手することができる。日常的に活用し
ていただくことを想定してクラウド環境
での利用を可能とし、ユーザーインター
フェースにもこだわった。

日本の電力取引市場はいまだ変革の
途上であり、今後もベースロード電源市
場・容量市場の導入や 発送電分離など
のさまざまな改革が予定されている。そ
れらは電力価格の値動きに影響を与え
ることはもちろん、電力のビジネスモデ
ルそのものをも変えていく可能性があ
る。PwCとしても継 続して、最新技術
を取り入れた電 力ビジネスへの支援方
法を検討していきたい。

ビッグデータを取り扱う基盤として

データ分析を行う上では、時として
大容量データの取り扱いが実務上の大
きな壁の一つになる。データ分析をし
ようとしても、「システム開 発の負荷が
高い 」「 分析結果からアクションにつな
がらない 」「 導入までの時間がかかりす
ぎる 」といった課題に直面してしまうこ
とも多い。

こうした課題は、FPAの活用によって
解決する。SaaS形式 ※ で提供している
ため、システム開発をすることなく、す
ぐにビッグデータの取り扱いが 可能に
なる。FPA を使えばトレンドから明細
単位へブレイクダウン することができ
るため、異 常なトレンドを察 知した際
に、関連する明細を特定し、即座にアク
ションへ移すことも可能である。

ビジネスの可視化による価値創造

今後も企業のグローバル化やDXが進
んでいく中で、多種多様な地域・ビジネ
スを継続的にモニタリン グすることは、
持続的な価値創造を実現する上で不可
欠である。グローバル化やDXを推進す
るためにも、ぜひFPAを活用していただ
きたい。

較しても高い。平 時は 5 〜 10円／kWh
程度で推移しているが、電力需要が高
まる酷暑時には 100 円／kWhを超えた
こともあり、逆に 太陽光発電のシェア
が高まった 今 春 は 0.01 円 ／ kWhま で
下落した。電力の価格変動はユー ティ
リティをはじめとする電力事業者の収
支に影響を与える重 要な経営指標であ
り、その将来想定の必要性も増している
と言える。

AIおよび統計的手法により
二週間先までの電力価格予測を提供

PMAは、AIおよび 統 計的手法 を活用
することによって、二週間先までの短期
価格予測と、ファンダメンタルモデルに
基 づく三 年 先 までのフォワードカーブ
を提供している。AIモデルは海外の電
力価格予測において高い精度を示して
いる勾配ブースティングと呼ばれる手
法を活用し、日本の電力市場に合わせた
モデルを独自に開発した。 統計的手法
は伝統的な予測手法として実績が豊富
な「ARIMAX」と呼ばれる時系列モデル

品質分析などといった、7つのモジュー
ル、総 計 150 種 類以上の分析メニュー
がすぐに利用できるようになっている。

FPAを活用することで、経営者は、不
適切な取引やその兆候を視覚的・直感
的に識別しやすくなる。

事前にリスクを察知するための
アンテナとして

継続モニタリングを行ってい ない企
業では、大きな事案が発生したときに初
めてリスクを認 識することが 多いと言
える。しかし、事が起きてからでは遅い。
平時にリスクを認識・評価し、大きな事
案を未然に防がなければならない。そ
のためには、リスクの分析を継続的に行
いながら、リスク顕在化の兆候をいち早
く察知するべくアンテナを張っておくこ
とが有効である。FPA は、このアンテナ
の役割を担う。

久禮 由敬

PwCあらた有限責任監査法人
リスク・デジタル・アシュアランス部門および
ステークホルダー・エンゲージメント・オフィス担当 パートナー

荻野 創平

PwCあらた有限責任監査法人
マネージャー

電力価格の予測によって
日本の電力取引を支援する「PMA※」

デジタルトランスフォーメーションを支える
データ分析プラットフォーム「FPA※」

Management IssueManagement Issue

PMAの画面イメージ

FPAの画面イメージ

https://www.pwc.com/jp/ja/services/assurance/financial-processes-analyser.html  FPAの詳細は右記URLでご覧いただけます。

※ Software as a Serviceの略称。クラウドを利用してWeb経由でソフトウェアを提供するサービス形式。

※Power  Market  Analytics※Financial  Processes  Analyser

20 Value Navigator 21Value Navigator



Management Issue

テクノロジーの急速な発展により、ビジ
ネスの現場ではさまざまな場面でデジタ
ルディスラプションが起きている。税務
業務も例外ではなく、税務を取り巻く環
境や社内の変化により、税務部門は企業
の意思決定に必要な情報を迅速かつ正
確に提供し、年々複雑になる税務のルー
ルに従いデータ収集と計算を行わなけ
ればならない。特にAIを活用することで、
税務プロフェッショナル が 担う役割は
さらに飛躍していくと考えられる。

税務業務におけるテクノロジー活用と
税務当局の動向

税 務に関するリアルタイムの意思決
定に資する財務情報を提供するために

が不要な “スモールオ ートメーション ”
によって、税務業務の即時効率化が可
能となっている。例えば ETL（ Extract, 
Transform and Load ）のソリューショ
ンにより、新システムを導入せずにERP
から抽 出したデータをボタン 一 つで加
工して別のシステムに連動することがで
きる。複数のシステム間をつなぐ定型的
なプロセスの自動化は、RPA（ Robotics 

は、従 来のマニュアルでのデータ収集
や修正に頼るのではなく、予 測を含め
た斬新な方法により財務情報を収集し
てデータを加工し、計算する必要があ
る。一 方、計算機の処理能力の向上に
よりビッグデータが 扱えるようになっ
てきており、巨大なデータから意味のあ
る分析ができるようになっている。

最近のトレンドでは、巨額のIT投資

Process Automation）が効果的である。
また、ビジュアライゼーションツールに
よりデータをダイナミックに表示し、深
掘りした分 析を提 示することができる
ようになっている。こうしたツールの組
み合わせにより可能性は広がっており、
テクノロジー で効 率化した税 務業 務に
対し、AIを用いることで効果をいっそう
高めることができる。

また、税 務当局も税 務行政のデジタ
ル化を進めようとしている。国税庁は、
2017 年 6 月23日に「税務行政の将来像
～スマート化を目指して～」として今後
10 年後の税務行政のイメージを公表し、
納税者の利便性の向上と課 税・徴収の
効率化・高度化を挙げている。2018 年
6 月20日、2019 年 6 月21日には、そ の
最近の取り組み状況として具体化した
施 策も発 表している。

当面の施 策は電子申告などの情報シ
ステムの高度化 が中心であるが、将来
像としてはテクノロジ ー を活用した税
務行政の高度化を掲げている。具体的
には、AIを用いた申告内容の自動チェッ
ク、AI によるリスク分 析に基づき税務
調査の必要度や調査項目の提示、AIに
よる自動税務相 談などを想 定している。
納税者としてもデータを活用した税務
調査を行おうとしている当局の動向は
注視していく必要がある。

税務業務への AI 活用

法令に基づき計算ルール が決まって
いる税務の計算過程には、人間 特 有の
曖昧な 判断はない 。従って、計算プロ
セスは先に 述 べたRPA やETL ツールで
効率化できる。しかし、個々の事例への

適用すべきルールの当てはめや税法の
解釈については、人間の判断 が必要と
なる。ここに AI を使えば、人間の判断を
サポ ートし業 務のさらなる効率 化・正
確性に資 すると考えられる。

AIをデータの読み取りに活用するこ
とにより、既存のデータをより正確に認
識するだけでなく、画像や音声のような
新しいデータを取り扱うことができる。
例えば、PwC 米国では、AIを用いて連
邦税・州税または世界各国の税務当局
からの通知の文 書からキーワードを抽
出し、顛末を追跡し、回答を作成してい
る。日本の PwC税理 士法人では、OCR
で請求書などの読み取りを行い、会計
仕訳の自動起票を行うプロセスを構築
している。

また、統計的な学習手法によりデー
タのパターンを自動的に認識し、正確な
予 測が 可 能となる。PwCインドでは、
取 引の 情 報 を AIに 分 析させて、その
支払いに係る源泉税率を自動判定する
ツール が 実用化されている。このツー
ルでは、判定した源泉税率がどのくら
い確からしいかの確率も提示すること
ができ、機械学習により判定結果の正
確性が向上していく仕組みとなってい
る。日本の税務申告業務においては、
ERPまたは会計ソフトから税務業務に
必要なデータを抽出する作業が発生す
るが、PwC 税理士法人では、AIを活用
して自動的にマッピングする仕 組みを
インドのチームの協力も得て開発中で
ある。

海外 PwCでは、AIの自然言語処理を
利用して、社内からの問い合わせに対
する税務部門の回答を蓄積し、チャッ
トボットのように社内ガイダンスに活

用する機能も開発しており、日本語環
境への対応も検討している。

税務業務への AI 活用の注意点

税務業務へのAIの活用に際しては、機
械学習を行わせるために事前に前提条
件を整 理したデータの収 集が必要とな
る。現 状の AIは統 計的手法でそのデー
タの分 布に基づいて判 断をする。従っ
て、AI が出した 答えは法律 解釈に基づ
く論理的な結論ではない。

しかし、経営者としての意思決定、企
業としての情報開示の透明性、税務調査
での会社側の主 張ではその判断の論理
過程が欠かせない。財 務およびレピュ
テーションリスクにも対応するには、判
断のアカウンタビリティが必 須 である。
AIの使 用にあたっては、開発および運
用のフレームワークを作り企 業のポリ
シーに沿って活用する必要がある。

企業でテクノロジーを活用していくに
あたり、組織設計上の考慮要素を図に
示した。企業の目指す地点を星印で示し
ており、AIを含むテクノロジーを戦略的
にどう活用するか、現状との齟齬がない
か、ある場合はどう埋めていくかといっ
たことを検討していくことができる。例
えば、中央集権的なモデルを志向する
場合テクノロジーの導 入・強化 が不可
欠であるし、税務部門が 他のビジネス
部門に対 するアドバイザーとしての機
能を強化していく場 合は、リアルタイム
の意思決定を行うための情報収集が必
須となる。

AIを活用した税務の将来性

PwC 税理士法人
テクノロジー＆トランスフォーメーション部 パートナー

川﨑 陽子
2004 年公認会計士、税理士登録。金融部および事業法人部で日系・外資系のさまざまな
クライアントに対して税務コンプライアンスおよびクロスボーダー取引、インバウンド投資、
企業再編等に関する税務コンサルティングサービスを提供。2018 年よりテクノロジー＆ト
ランスフォーメーション部でテクノロジーを活用した税務業務の変革に取り組んでいる。

ビジネスユニット

データ

プロセス

テクノロジー

アナリティクス

組織論

スプレッドシートで
マニュアル加工

データウェアハウスで
集中管理

ERPから自動的にデータ
抽出して税務ソフトに投入 税務計算の自動化 単一のERPで

税務データも処理

分権化 中央集権かつ最適化

Level 1 Level 2 Level 3 Level 4 Level 5

リスクベース・アプローチ
（範囲の限定）

プロセスに
テクノロジーを利用

RPAを用いた
プロセス自動化プロセスの標準化 プロセス不要（AI）

データ・ハブで統合された
テクノロジー ロボティクス AI／機械学習スプレッドシートで処理 外部ベンダーの活用

基本的かつ過去データに
基づく分析 数値指標、視覚化 比較分析、ベンチマーク 予測解析、リアルタイムの

意思決定
社内外のデータを用いて

税務に関する数値指標を理解

税務の
シェアド・サービス・センター

特別な分野についてCoE
（例：国際税務） すべての機能が集権化中央に税務リーダーが存在分権化された組織

75% 100%50%25%0%

税務部門の組織の体系化（例）
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PwC 自動車産業セミナー
モビリティ社会と自動車産業の将来動向

CO2 低減は世界的な課題
自動車は新エネルギーへの転換が急務

冒頭、藤村は「地球温暖化の阻止に向
けて、脱化石燃料化による CO2 低減は
待ったなしの超緊急課題である」と訴え
た。国連の調査機関であるIPCC（気候
変動に関する政府間パネル）が 2014 年
に発表した 5 次レポートによれば、現時
点で 年間 330 億トンの CO2 が 排出され
ており、温暖化や気候変動を阻止する
には CO2 の排出量を2050 年までに現状
の70%、2100 年には 0%まで削減する
ことが 提 言されている。「この状況にお
いて、世界のCO2 総排出量に占める四
輪自動車の排出比率はここ10 年間で約
18% を占める約 60 億トンで推移するな
ど、非常に影響度が大きい。そうした中、

従来からの主燃料でありCO2 排出量の
大きい石油を原料とする軽油 ／ガソリ
ンの利用を削減することが求められる。
今後、自動車の燃料は天 然ガスやバイ
オディー ゼル 、水素、PTL（ Power to 
Liquid ）、電気エネルギーへと置き換え
られていく」と、藤村は補足した。

藤村によれば、2050 年時点での自動
車による石油消費量は、既 存のエンジ
ン効率化と車両軽量化、HV、PHV、EV、
FCVといった電動車の導入、さらに石油
燃料をバイオ／水素燃料に置き換えるこ
とで、5 億トンまで減らせるという。「 つ

まり、CO2 についても同様の比率で削減
が見込めるようになる」（ 藤村 ）

HVを主軸に拡大する次世代車
エンジン車もエネルギーの多様化が進む

CO2 排出低減に向けた次世代 車の導
入順位について、藤村は「まずはエンジ
ン車におけるバイオ燃料、天然ガス、水
素への対応からはじめ、HV、PHV、レン
ジエクステンダー に対するシステム／
モータ効率化などの適用を優先的に進
めていくことが肝要」と語る。その上で、
2050 年時点での世界の自動車のセール
スミックスを予測した場合、50％がHV
などの電動車と従来型のエンジン車がそ
れぞれ 半分 ずつを占める形となるとい
う。また、2050 年時点で先進国ではHV

を主軸とする電動車の比率が高くなり
新興国はエンジン車が主流となるとし、

「今後、先進国は新興国に対して脱化石
燃料化に向けた技術・金銭面での支援
を行う必要がある」と藤村は訴える。

2050 年までにCO2の排出量を17億ト
ンにまで低減するという目標は、これま
で述べてきたような電 動車の導入や車
両軽量化、エンジン熱効率向上とマイ
ルドハイブリッドシステム化、そして脱
石油に伴うバイオ／水素燃料の導入に
よって可能となる。「ここで重要なのは、
今述べたような CO2 削減に向けた道筋

自動車産業は、大きなパラダイムシフ
トの時を迎えている。近年、自動車業界
に大きな変 革をもたらすものとして多
大な注目を集めているのが、自動車を
含むあらゆる交通手段 がネットワーク
を介して接 続されることでユーザーに
新しいサービスを提供し、より便利で持
続可能な社会を構 築することを目指す

「MaaS」（Mobility as a Service）である。
実際、自動車メーカーもモビリティサー
ビス専用の電気自動車（EV ）の発表をは
じめ、MaaSの推進に向けた異業種企業
とのアライアンスを積極的に進めてい
る。一方、地球温暖化防止という世界
的な課題に対する解決策の一つとして、
自動車のCO2 排出量の低減が急務となっ
ており、従来のガソリン／軽油を燃料と
した自動車から、ハイブリッド車（HV ）、
プラグインハイブリッド車（PHV ）、EV、

燃料電池自動車（FCV ）といった次世代
車への移行は待ったなしの状況を迎え
ている。

こうした現状を背景に、PwCは変革
期にある自動車産業界の動向を展望す
る「 2019 年 上 期 PwC自動 車 産 業 セ ミ
ナー」を6月に開催。「 次世代モビリティ
の将来展望～ MaaSおよびその先に続く
スマートシティの覇者は誰だ～」と題し、
PwC Japanグループ 自動車セクター 顧
問の藤村俊夫が、次世代自動車や地球
温暖化といったトピックを絡めながら
モビリティの今後の動向を解説した。ま
た、「世界の自動車産業の現状と展望 」で
は、PwCあらた有限責任監査法人 パー
トナー の手塚謙二が、PwC Autofacts
の2019 年上期最新予測に基づき、各地
域のトピックを織り交 ぜて世界の自動
車産業の現状と展望を語った。

を明確に定めることだ。各国は、パリ
協定自主目標の達成に向けCO2 規制強
化案を真剣に検討すべきである。そのた
めにも道 筋を定めていかなければ『 誰
が、いつまでに、何をやる』という方針を
決められない。中国ではある程 度定め
られているようだが 他 の国では 全くで
きておらず、規制強化案と提案されてい
る規制値案との間には大きな乖 離があ
るのが実情だ」と藤 村は警鐘を鳴らす。

自動車に新たな付加価値をもたらす
MaaSの進展で、スマートシティが実現

日本 政 府 が 推 進して い る「 Society 
5.0 」では、スマートシティを軸とした

「住みよく安心な社会 」の実現に向けた
取り組 み が 進められている。Society 
4.0までは 個々の技術が 発展してきた
が、Society 5.0ではそれらが融合する
ことで付加価値がつけられた社会が実
現される。「そうした Society 5.0を自動
車の側面から見ると、『 モビリティを売
る、買う』といった軸から、MaaSへと転
換しつつあり、その延長線上にスマート
シティがある。MaaSにより多様なモノ
や情報が自動車と接 続されるようにな
り、最終的にあらゆるものが自動車を通
じて街とつながっていく。これによりス

コネクティッドを制するものが、
MaaSとそれに続く
スマートシティ構想実現の覇権を握る

“
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マートシティが実現される」（ 藤村 ）
こうしたモビリティからMaaS へのパ

ラダイムチェン ジにおいて 鍵となるの
が、通 信・ネットワーク技術だ。より
高速な無線通信を実現する5G（ 第 5 世
代 移動通信 システム）の 後 押しでネッ
トワークに接続可能な「コネクティッド
カー」が実現され 、膨大な数の車がソー
スとなって多くの情報が収集可能とな
り、ビッグデータとして活用できるよう
になる。そうしたデータを用いることで
車両開発の効率化をはじめ自動運転や
シェアリング、さらには地域別の天気情
報の配信といった、ユーザーにとって有
用な情報サービスの提供が可能となる。

「 今後、コネクティッドカーから得られ
た各種情報をブロックチェーンや情報
銀行を活用し、エンドユーザーに提供し

対価をもらうビジ ネスモデルの構築も
進んでいくだろう」と、藤村は語る。

MaaS を 進めていく上で異業種の企
業間の提携は不可欠となる。今後、異
業種企業の連携がさらに加速し、多種
多様なコネクティッドの開発競争 が始
まるだろう。この企業間連携には大き
く三つの形態があると藤村は説明する。
それは、①自動運転に必要な特定のテク
ノロジー領域を独占する「専門領域特化
型の提携戦略 」、②自社の領域で不足し
ている部分を補い合う「トータルシステ
ム構築型の提携戦略 」、③中国で行われ
ているような「政府主導型の提携戦略」
だ。藤村は「一見、自動車業界とは無関
係だと思われるような業種との連携の動
きが、将来のスマートシティ構想につな
がり今後さらに加速する」と強調する。

最後に、藤 村は「コネクティッドを制
するものが、MaaS およびそれに続くス
マ ートシ ティ構 想実 現の覇権 を握る。
例えば、中国は通信・ネットワークの面
では世界を席巻するまでに成長したが、
自動車に関するハードシステム ／ソフ
トウェア開 発といったモノづくりは道
半ばで、海外企 業と提携せざるを得な
い。世界で戦うには、日本も日本連合と
して連携を組み、米国連合、中国連合に
対抗していく必要がある」と強 調した。

新興国市場が牽引する
世界の自動車産業

続いて登壇した手塚からは、世界の自
動車産業の市場動向と今後七 年間の生
産予測について解説が行われた。

はじめに世界の自動車生産台数予測
であるが、2018 年末に9,330 万台だっ
た世界の自動車生産台数は 2025 年には
1 億 1,000 万台にまで増加するとの予想
が示された。この数値は前回の調査結
果から270 万台減となっているが、米中
関係の摩擦、中国市場の成長の減速を
考慮し補正をかけた結果、算出された
数値だという。
「中でも成長に対する貢献度は、新興

国市場が 83.5％を占めており、台数にし
て1,440 万台の増加が予測されている。
さらに地域別に分析すると、生産台数増
加の最も大きな割合を占めるのは新興
アジア太平洋地域であり、約 67％とな
ると予想される」と手塚は説明する。

また、2025 年までの七 年間における
国別生産台数の増加予測では、中国 が
トップの 約 7,900 万台で、2 位で 2,000
万台のインドをはじめとする他国を大
きく引き離している。

HV、PHV、電気自動車、FCVといった
ガソリン／ ディーゼル以外の代替燃料
車の生産台数については 2018 年から
2025 年にかけて高い増加率で生産が行
われ、2025 年には 一 年間に2,700 万台
が生産される見通しが示された。

講演では、北米や南米、欧州、東欧、
中東・アフリカ、日本、韓国などの各市

場についても予測が示された。特に現
在最も注目を集めているのが、アセア
ン、中国 、インドなどの新興アジア太
平洋地域である。アセアンでは、タイ、
インドネシアを中心に高成長が続いて
おり、生産台数は、タイでは 2018年と
2025 年の比較で年間60万台増加の280
万台、同様にインドネシアでは年間 50
万台増加の170 万台にまで 達すると予
測されている。手塚は「このように新興
アジア太平洋地域の製造業全体の中で
も、自動車産業は重要な位置付けとなっ
ている」と語る。

しかし、中国市場を見ると、2018 年の
自動車販売台数は 28 年ぶりに減少に転
じ、前年比 3.9%減の2,590 万台となっ
た。「 中国都市部では自動車の販売が飽
和している状況が見られる。対して、中
国政府は地方都市に対する対策として
ディー ゼル車をNEV 車（ 新エネルギー
車 ）へと買い替える際の補助や購入者に
対するイン センティブを提供するなど
の施策を展開している」（ 手塚 ）

そして、インドの自動車産業について
は、緩やかながら非常に順調な成長を
遂げていくことが予想されている。イ
ンドの GDP成長率は 以前よりその伸び
率は若 干下 がってはいるものの、製造
業の成長ペースの加速を背景に 7.1%と
いう高い数値を今後も維持すると予測
されている他、可処分所得、個人消費も

右肩上がりの数値を示しており、これら
の調査結果からも非常に有望な成長市
場であることが示唆されている。

自動車の販売台数は 2018 年に過去
最高の 395 万台を実現。2019 年に入っ
てからは販売台数の伸びの 弱まりが見
られつつも、商用車やバンの販売は好
調で、今後も継続した成長が予測され
る。「自動車の生産台数予測についても
2018 年の470万台から2025年には 680
万台にまで増加する。インドは内需だけ
でなく輸出量も多く、内需に陰りが見え
たとしても、輸出が稼働率を押し上げる

と考えられる」と手塚は語る。
最後に、インドにおけるパワートレ

インの生産予測についても「2018 年で
は約13 万 2,000 台しか生 産されていな
かったが、政府による環境問題 への取
り組みを背景に 2025 年には 生産数も
100 万台を超えるだろう」とし、手塚は
講演を締めくくった。続くQ& A セッショ
ンでは、参加者から新興国市場に関す
る質問が多数あり、同市場への日本企
業の関心の高さがうかがえた。

PwCの自動車産業への取
り組みをWebサイトで紹介
しております。下記 URLも
しくは QRコードからご覧く
ださい。

www.pwc.com/jp/ja/industries/auto.html

現状の自動車生産における貢献度は
新興国市場が最も大きく、
約 7 割を占めるのが新興アジア太平洋地域だ

“
MobilityのSociety 5.0（ 政府推進 ）

出典：各種分析を元に藤村作成

1880年 1900年 1920年 1940年 1960年 1980年 2000年 2020年 2040年 2060年

自動車の
機動性・利便性

社会の変化

Society 3.0

軽工業・紡織機・蒸気機関

馬車 3輪ガソリン車
ディーゼル車
ヘンリーフォード大量生産

軽重化学工業・電力・石油・モータ 自動化／情報化
・コンピュータ
・インターネット

デジタル革新（革命）
・IoT・AI・5G
・ブロックチェーン
・情報銀行

Society 4.0

Mobility

Society 5.0

個々の産業・技術がそれぞれ発展してきた社会 全てがつながり融合する社会

・安全・安心
・電子制御化
・EFI・ABS・TRC
・排気規制強化

・安全・安心
・予防安全
・ADAS
・燃費規制強化
・排気規制強化

・事故ゼロ
・ストレスフリー
・省人化・MaaS
・環境対応
・待ったなしのCO2削減
・排気規制強化

第 2次産業革命 第 3次産業革命 第 4次産業革命第 1次産業革命
重工業中心の社会軽工業中心の社会 情報中心の社会 住みよく安心な社会

Mobility・Traffic・MaaS・Smart City

自動車を売る時代 自動車のサービスを売る時代

モータリゼーション始まる
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“Build trust in society and solve important problems

（ 社会における信頼を築き、重要な課題を解決する ）”という PwCの存在意義（ Purpose ）に基づいた
多様な活動や取り組みをご紹介します。

Living

PwC’s Purpose

“

PwC Japan News

バングラデシュで誕 生したグラミン銀行の日本版として、2018 年
に一 般 社 団法人グラミン日本 が 発 足しました。グラミン日本は、今
は苦しい生活を余儀なくされていても、働いて生活をステップアップ
したい人や前向きに生きていきたい人などに対し、低 利・無 担保で
少額の融資を行う日本初のマイクロファイナンス機関です。　

PwCコン サルティング合同会社は、グラミン日本の理念に共感し、
コーポレートサポーターとして事業運営に参 画しています。戦略策
定・データ分析などの専門性をもとにした支援を行いながら、企業が
持つさまざまな知見を生かし、日本の貧困の構造的課題や企業が貧
困の解決に取り組む意義などについて議 論する場として「SDGsコン
ソーシアム」を共に立ち上げました。今後も、コン サルタントの視点から貧困課題
の解決と経済的合理性を同時に実現する仕組みを作り、企業による貧困課題への
取り組みを加速させていきます。

一般社団法人グラミン日本とPwCコンサルティング合同会社が
今後の活動に関するビジョンを語り合った対談記事をWebで公開しております。
QRコードもしくは下記URL から、ぜひご覧ください。

https://www.pwc.com/jp/ja/about-us/corporate-responsibility/our-stories/grameen.html

日本初のマイクロファイナンス機関
「グラミン日本」とともに

貧困のない社会の実現を目指す

PwCの皆様には、コンソーシアムの立ち上げに際し、多様なデー
タから有益な情報を取り出す洞察力やプロフェッショナルの情報
分析力により力になっていただきました。それにより実効性が高
い枠組みを構築できたことに、大変感謝しています。PwCが掲げ
るPurpose（ 存在意義 ）にも「 Trust 」という言葉がありますが、グ
ラミン日本のキーワードも「信頼」です。信頼を大事にする者同士、
この先もパートナーシップを通じてより良い社会を共に実現して
いければと思います。

菅 正広 氏
一般社団法人グラミン日本 理事長 ／CEO

「信頼 」を大事にする者同士が連携し、
より良い社会を実現していきたい

PwCコンサルティング、
「第 4 回 HR テクノロジー大賞 」でダブル受賞

PwCコンサルティング合同会社は、「 第 4 回 
HRテクノロジー大賞 」（ 同実行委員会主催、
経済産業省など後援 ）で、人体のモデリン
グ・シミュレーション技術「 Bodylogical® 」
を活用し従業員の健康意識改革を促進する
アプローチに対して「 イノベーション賞 」、
ワークスタイルの現状や課題をリアルタイ

ムで把握・分析する「 ワークスタイル分析
サービス 」に対して「 アナリティクスサービ
ス部門優秀賞 」を受賞しました。当社は今
後も、戦略立案から実行まで、企業におけ
る人材活用の最大化を包括的に支援できる
よう尽力します。

PwC アドバイザリー、
代表執行役に吉田あかねを選任
PwCアドバイザリー 合同会社は、2019 年 7
月に新代表として吉田あかねを選任しまし
た。当社は国内外の M&A 案件や事業再生、
官民連携・インフラビジネスへのトータル
サービスを事業の主軸としています。変化
の激しい 現 代 では既存 事業の連続性のみ
からの成 長は困難で、どこまで自己変革が

できるかが大きな課題です。就任にあたり、
吉田は「 私たちはお客様が直面するM&Aや
再生に関する個別の取引（ディール ）の支援
を通じ、お客様の未来予想図の実現に向け、
新時代の変化に合わせた変革をお客様と共
に考え歩みたいと考えております」と抱負を
述 べています。

PwC Japan グループ、
岩手県の被災事業者への経営支援を継続
PwC Japan グループでは 2014 年から岩手
県沿岸地域の被災事業者を支援しており、
支援先事業者は 今 期で100 を超えました。
被災地は「復興 」から「創生 」の段階 へと移
行しつつあり、私たちは 支援の輪を新規起
業者や事業承継を検討中の企業へ広げて
います。今 年 5 月の 経営支援事業説 明会

（岩手県沿岸広域振興局主催）では、PwCの
リーダーを中心に、岩手県内の商工会・金
融機関などへ支援内容や事業承継税制・消
費 税 に関する事業者支 援 策を紹 介しまし
た。私たちは今後も被災事業者のニーズに
合わせ、幅広い知見を活用し地域の復興・
創生へ貢献していきます。

PwCあらた、コンプライアンスおよび
金融規制に関する専門組織を新設
PwCあらた有限責任監査法人は、金融機関
などへの成長戦略支援をさらに強化するた
め、レギュラトリー・フィナンシャルマーケッ
ツ・アドバイザリー部（リーダー：パートナー 
石井秀樹／写真左 ）を新設しました。PwC 
Japanグループが一体となって活動するコン
プライアンス＆レギュラトリーグループ（リー

ダー：パートナー 西川嘉彦／写真右 ）の一
角として、国際的なコンプライアンス・規制
強化や LIBOR 廃止といった市場環境の変化
に直面する金融機関などに対し、コンプライ
アンスおよび金融規制に関するサービスをは
じめ、非財務アドバイザリー領域のサービス
を提供していきます。
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PwC Japanグループ

Together
we solve.

It’s time.

PwCでは、コーポレートレスポンシビリティ活動において、
「持続可能な責任あるビジネス」「コミュニティへの支援」「環境への取り組み」の
3つのテーマへ注力しています。

「環境への取り組み」ではグローバルでコミットメントを掲げ、
持続可能な地球環境の実現のために自社が環境へ及ぼす影響の管理を徹底しています。

Driving
efficiency

PwCは、オフィス活動に伴い排出される
CO2の絶対量を減らします。

100%
renewable

2022年7月までに消費電力の100％を再生
可能エネルギーから調達し、その他のエネ
ルギー使用についてもカーボンオフセット
を実施します。

100%
air travel offset

2019年度から航空機利用により排出される
CO2全量をカーボンオフセットします。
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